
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていない（（注２）
参照）。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 17¶272¶979¶238 17¶272¶979¶238 0

|売掛金 238¶751¶486

貸倒引当金 � 3¶877¶034

234¶874¶452 234¶874¶452 0

}投資有価証券 2¶018¶894¶186 1¶817¶845¶000 � 201¶049¶186

満期保有目的の債券 2¶018¶894¶186 1¶817¶845¶000 � 201¶049¶186

~開発委託金回収債権 12¶695¶506¶137

貸倒引当金 � 1¶272¶328¶264

11¶423¶177¶873 11¶296¶102¶434 � 127¶075¶439

�未払金 (7¶530¶996¶726) (7¶530¶996¶726) 0

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示している。

附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失
累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

有形固定資産
（償却費損益内）

建物 3¶389¶781¶315 9¶209¶620 0 3¶398¶990¶935 1¶075¶402¶342 112¶854¶000 0 0 2¶323¶588¶593

構築物 97¶732¶473 14¶933¶604 0 112¶666¶077 58¶092¶652 8¶049¶836 0 0 54¶573¶425

機械装置 9¶196¶645¶481 1¶283¶827¶419 1¶943¶364¶673 8¶537¶108¶227 5¶301¶509¶673 1¶477¶126¶056 0 0 3¶235¶598¶554

車両運搬具 1¶748¶057 0 1¶748¶057 0 0 174¶807 0 0 0

工具器具備品 34¶354¶826¶856 2¶790¶230¶911 9¶046¶593¶144 28¶098¶464¶623 18¶635¶191¶407 4¶633¶338¶527 0 0 9¶463¶273¶216

計 47¶040¶734¶182 4¶098¶201¶554 10¶991¶705¶874 40¶147¶229¶862 25¶070¶196¶074 6¶231¶543¶226 0 0 15¶077¶033¶788
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
{現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。
|売掛金
売掛金については回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日
における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を
もって時価としている。

}投資有価証券

投資有価証券の時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっている。

~開発委託金回収債権

開発委託金回収債権については無利息であることから、債権区分毎に時価を算出している。

一般債権については、リスク・フリーに近い市場利子率である国債流通利回りを基礎とする

割引率により、当該債権の割引現在価値を算出し、貸倒実績率に基づく貸倒引当金を控除す

ることで時価を算出している。

また、貸倒懸念債権並びに破産更生債権等については担保及び保証による回収見込額等に

基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の

貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としている。

�未払金

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっている。

（注２）長期性預金（貸借対照表計上額3¶004¶188¶243円）は、預金のため市場価格がなく、か

つ変動金利のため将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、上表には含めていない。

９．固有の表示科目について

開発委託金

独立行政法人科学技術振興機構法第18条第１項第２号に規定する新技術の企業化開発のため

企業等に委託し、支出した金額

開発委託金回収債権

新技術の企業化開発が成功した場合の開発委託金の確定金額

10．行政サービス実施コスト計算書関係

行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出向職員に係る

ものの額は5¶736¶900円である。
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